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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年１２月１３日（平成３０年（行個）諮問第２２２号） 

答申日：平成３１年３月１８日（平成３０年度（行個）答申第２１０号） 

事件名：本人が特定労働局に行った公益通報に関する文書の不開示決定（不存

在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人

情報」という。）につき，これを保有していないとして不開示とした決定

は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（以下「法」という。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，厚

生労働大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が，平成３０年７

月４日付け厚生労働省発地０７０４第２号により行った不開示決定（以下

「原処分」という。）について，その取消しを求めるというものである。  

２ 審査請求の理由 

   審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，以下のとおりである。 

「行政文書の管理に関するガイドライン」（内閣府，平成２９年１２月

２６日改定）１０頁以降，及び５９頁以降によれば，国民の権利義務に関

する内容は「処理に係る事案が軽微なもの」に当たらないので，文書は作

成され，一定の期間保存されなければならない。 

しかるところ，開示請求の対象となる文書は，審査請求人ひいては国民

の権利義務に関する内容である。 

したがって，開示請求の対象となる文書は，作成され，保存されている

はずである。 

よって，「対象保有個人情報を保有していないため」との理由（開示を

しないこととした理由）は事実に反する。 

この点，詳細が必要であるならば，あらためて理由を提出する。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年６月１３日付けで，処分庁に対して，法１

３条１項の規定に基づき，本件対象保有個人情報に係る開示請求を行っ

た。 
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（２）これに対して，処分庁が原処分を行ったところ，審査請求人がその取

消しを求めて，平成３０年１０月４日付け（同月５日受付）で審査請求

を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求に関し，本件対象個人情報を保有していないため不開示と

した原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと考える。 

３ 理由 

（１）本件対象個人情報の特定について 

    本件対象個人情報は，平成２７年１１月２９日付けで審査請求人から

京都労働局に対し，公益通報がなされ，当該公益通報に係って，同労働

局が厚生労働省に対して照会を行った際の文書，書類，資料等及び本件

公益通報に係る労働局の対応等について，審査請求人が行った同省への

相談記録である。 

（２）本件対象個人情報の保有について 

ア 本件においては，①公益通報に関して京都労働局が厚生労働省に疑

義照会をした時のやりとりを記載した文書，及び②当時の京都労働局

の対応について審査請求人から厚生労働省になされた相談についての

やりとりを記載した文書等を保有していた。 

しかしながら，これらの文書は厚生労働省行政文書管理規則（平成

２３年４月１日厚生労働省訓第２０号。以下「文書管理規則」とい

う。）により，保存期間が１年未満と設定されている行政文書であ

ることから本事案への対応が完了後，一定期間保存した後廃棄した

ものである。また，当該文書以外に作成された行政文書はなく，開

示請求時点で行政文書として保有されているものは存在しなかった

ため，処分庁においては，文書不存在による不開示決定を行ったも

のである。 

イ これらを踏まえると，本事案への対応のために作成・取得された一

連の行政文書について，事案対応後，廃棄したという処分庁の説明は，

不自然といえるものではない。 

ウ なお，本件審査請求を受け，諮問庁として，改めて処分庁に対し本

件審査請求に該当すると思われる文書を保有しているか確認を行った

が，文書の保有は認められなかった。 

（３）原処分の妥当性について 

    原処分における不開示決定の経緯は上記（２）のとおりであり，これ

について不自然・不合理な点はなく，諮問庁としては，原処分は妥当で

あると判断するものである。    

（４）審査請求人の主張について 

    審査請求人は，審査請求の趣旨及び理由として，種々主張しているが，
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本件対象保有個人情報の保有については上記（２）のとおりであり，審

査請求人の主張は，本件対象個人情報の不開示決定の結論に影響を及ぼ

すものではない。 

４ 結論 

以上のとおり，本件審査請求については，原処分を維持して不開示とす

ることが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年１２月１３日  諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 平成３１年２月２８日   審議 

④ 同年３月１４日      審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件対象保有個人情報は，別紙に掲げる文書に記録された保有個人情報

である。処分庁は，本件対象保有個人情報を保有していないとして不開示

とする原処分を行い，諮問庁も原処分は妥当としているので，以下，本件

対象保有個人情報の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の保有の有無について 

（１）諮問庁は，本件対象保有個人情報の保有の有無について，理由説明書

（上記第３の３（２））の記載及び当審査会事務局職員をして諮問庁に

対し詳細な説明を求めさせたところによると，おおむね以下のとおり説

明する。 

ア 審査請求人が平成２７年特定月日に京都労働局に公益通報を行った

ことに関して，厚生労働省では，①公益通報に関して京都労働局が厚

生労働省（大臣官房地方課）に疑義照会をした時のやり取りを記載し

た文書，及び②当時の京都労働局の対応について審査請求人から厚生

労働省（大臣官房地方課等複数課室）になされた苦情，照会，相談等

についてのやり取りを記載した文書等を保有していたと考えられる。 

イ 文書管理規則１５条１項では，文書管理者は保存期間表を定めるこ

ととされ，また，同条６項では，保存期間の設定において，同項各号

のいずれかに該当する文書は，保存期間を１年未満と設定することが

できるとされている。上記①及び②の文書は，同項４号に定める「厚

生労働省の所掌事務に関する事実関係についての問合せへの応答」に

該当するものであり，各文書管理者において，保存期間１年未満の文

書として取り扱われている。 

ウ また，上記①の文書については，京都労働局における公益通報自体

の処理が終了し，上記②の文書については，審査請求人から厚生労働
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省への苦情，照会，相談等への対応が終了した後，一定期間保存した

後に，廃棄したものと考えられる。 

エ 上記①及び②の文書以外に作成された行政文書はなく，開示請求時

点で行政文書として保有されているものは存在しなかったため，処分

庁においては，保有個人情報不存在による不開示決定を行ったもので

ある。 

オ なお，本件審査請求を受け，諮問庁として，改めて処分庁に対し本

件審査請求に該当すると思われる文書を保有しているか確認を行った

が，地方課等関係課室において，該当する文書は保有していないこと

を改めて確認している。 

カ 原処分における不開示決定の経緯は上記アないしオのとおりであり，

これについて不自然・不合理な点はなく，諮問庁としては，原処分は

妥当であると判断するものである。 

（２）当審査会において，諮問庁から文書管理規則の提示を受け，確認し

たところ，諮問庁の説明のとおりの条文が記載されていることが認め

られ，厚生労働省において本件対象保有個人情報を保有していないと

する上記（１）の諮問庁の説明は，法令等に基づくものであり，不自

然，不合理であるとは認められず，これを覆すに足りる事情も認めら

れない。 

したがって，厚生労働省において本件対象保有個人情報を保有してい

ないとする諮問庁の説明は是認せざるを得ない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 付言 

本件不開示決定通知書には，不開示とした理由について，「保有して

いない」旨記載されているところ，一般に，保有個人情報の不存在を理

由とする不開示決定に際しては，単に保有個人情報を保有していないと

いう事実を示すだけでは足りず，保有個人情報が記録された行政文書を

作成又は取得していないのか，あるいは作成又は取得した後に，廃棄し

たのかなど，なぜ当該保有個人情報が存在しないかについても理由とし

て付記することが求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条１項の趣旨

に照らし，適切さを欠くものであり，処分庁においては，今後の対応に

おいて，上記の点について留意すべきである。 

５ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，これを保有していない

として不開示とした決定については，厚生労働省において本件対象保有個
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人情報を保有しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別紙 

 本人から京都労働局への平成２７年特定月日付け公益通報に関連して厚生労

働省が保有する文書・書類・資料など一式 

 ただし，上記公益通報に係る，京都労働局の対応及び同局職員の本人に対す

る対応などについての，本人が行った厚生労働省への相談に関して，厚生労働

省ないし厚生労働省担当者と，関連部局（京都労働局などを含む）及びその職

員並びに本人との間のやり取りの記録，聞き取りをした記録，及び電子メール

などを含む。 

  


